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カーボンニュートラルに関する

NTT東日本の取組みのご案内

2 0 2 2 年 1 0 月 2 6 日

東 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社

ビ ジ ネ ス イ ノ ベ ー シ ョ ン 本 部

地 方 創 生 推 進 部

カーボンニュートラル推進PT 中川 応能
NTT EAST CONFIDENTIAL

本情報は、NTT東日本が所有する情報であり、NTT東日本が許可した者以
外への開示、および許可した目的以外で使用することを禁止します。
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東日本地域※1における地域電気通信業務※2及びこれに附帯する業務、目的達成業務、活用業務
※1北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県
及び長野県

※2県内通話に係る電話、専用、総合デジタル通信などの電気通信サービス

会社概要

2

事業概要

東日本電信電話株式会社
(英文名称：NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE EAST CORPORATION)

商号

〒163-8019 東京都新宿区西新宿3-19-2本社所在地

4,900名（2022.3.31時点）社員数

✓ NTT東日本は地域事業会社として、NTTグループのアセット等を活用し、自治体の皆さまの
脱炭素化を計画策定からグリーンエネルギーの導入まで支援致します

NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先： 配布者 に限る】
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インフラの維持・拡充

情報基盤や
生活インフラの充実

地域の課題解決に向けた取り組みを通じて
持続的な発展が可能な地域循環型社会を実現

新たな産業を育てる

農業を起点とする

地域循環型スマートシティ
生産 消費

地域コミュニティの形成

新たな集落形成や
世代を超えた交流

社会教育の充実

技術教育や
就農教育の拡充

地域資源を活用し新たな産業を創出し。
補助金に頼らない自立した地域へ

次世代農業

農業を起点に地域の産業を再生

消費エコシステム形成

地産地消や
旬産旬消

地域資源
活用

地域
エネルギー

データ活用
DX

流通
販売

分散型ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ

地域資源を活かした
エネルギー開発

新たな雇用を創出、地域に定住する人を
増やし、都市一極集中を解消

地域特性を活かし 活気ある魅力的なまちづくりを通じて

人を呼び込み、根付かせる

（参考）NTT東日本が考える今後の自治体のあるべき姿
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NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先： 配布者 に限る】
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①再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの地産地消 ②省エネの推進

③エネルギーの可視化 ④再エネ ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの整備

⑤ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ活用による移動削減 ⑥テレワークの推進

⑦脱炭素交通網の整備

⑩森林等の保全による
温室効果ガス吸収源の確保

⑪ペーパーレス化による紙利用削減

⑧ｲﾝﾌﾗ長寿命化による廃棄減
⑨廃棄物処理で生じる

温室効果ガス排出量削減

⑫カーボンリサイクル拠点の整備

排
出
削
減

吸
収
増
加

エネルギー(電力等)

移動の削減(モビリティ)

廃棄物削減

自然による吸収力増加

人工での吸収力増加

太陽光発電、バイオマス発電
スマート農業等のソリューション

DXの促進・カーシェアリング

スマートインフラ・路面点検
フードロス削減ソリューション

教育分野や住民サービスに
おけるペーパレス化

✓ 自治体におけるカーボンニュートラルに関する12の課題の設定及び対応するソリューションの提示を
実施している

カーボンニュートラルにおける自治体への活動

バイオ炭化ソリューション等

課題 対応するソリューション

NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先： 配布者 に限る】
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（参考）NTTグループにおけるカーボンニュートラルソリューションマップ
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③再生可能エネルギー導入
（太陽光・バイオマス等）

⑩EV充電機整備

⑨EV化
（EVカーリース）

①温暖化対策計画等
策定支援

サービス・機能

イメージ

⑧スマート交通システム
（お出かけデマンド・AI運行バス）

⑭ごみの有効活用
（小型バイオマスプラント）

再エネ/省エネ 移動削減・効率化 廃棄物削減

④グリーン電力購入
(非化石証書電力・グリーンDC等)

⑤エネルギー管理システム
（EMS・蓄電池・VPP等）

⑥地域新電力組成

⑦省エネ診断
（ZEB等）

⑪シェアリングサービス
（カーシェア・サイクルシェア）

⑬インフラ長寿命化
（スマートメンテナンス）

⑮市民の行動変容
（デジタル地域通貨）

森林整備・人工吸収

⑯鳥獣害対策

⑰林業DX
（ドローン活用等）

排出削減 吸収増加

⑫ICTによる移動削減
（遠隔窓口・テレワーク等）

CO2

地域特性

EV車,EVST

全体計画策定
現状把握

項目

実行段階

②排出量測定算出サービス

⑱GHG2次利用
拠点整備

NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先： 配布者 に限る】
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地域でのカーボンユートラル実現に向けた問題（弊社認識）

✓ ①「可視化」の次のステップに進まない、②市民・企業の行動変容のハードル、③業種横断的な
設計の不在、④採算性向上/資金調達までのサポート不足の4つが大きな問題と理解。

①可視化の次のステップへ進まない… ②市民・企業の行動変容ハードル…

③地域全体視点の設計が困難…④採算性向上・資金調達サポート不足…

進んでも…

設計しても…

変容しても…不足するから…

急増する導入課題は
「市民の理解」

“脱炭素ドミノ”は
浸透に時間

エネルギー単体で
施策が閉じてしまい
費用対効果が合わず

新たに出てきた
導入/調達方法を
知らない・使えない

「見える化」した後の
アクションが不明瞭

単発的/時限的な施策
に留まりがち

エネルギー モビリティ 教育 健康
…

エンタメ

データPF

領域横断の循環性に着目したEBPM（地域経営）は困難

断絶しがち

断絶しがち

よくある
悪循環
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富良野市に対する取り組み事例
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■2021年7月末

• 富良野市様より、「脱炭素ロードマップの策定を予定しており、情報があれば欲しい」との
要望をうける

⇒『地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業』を紹介

■2021年8月20日～9月30日

• 補助金採択決定後、公募型プロポーザルを実施

■2021年10月

• NTT東日本より、富良野市様各部が集まる場にてカーボンニュートラルの勉強会を実施

■2022年：今後の予定

• 富良野市様および市内関係者、ＮＴＴ東日本、 NTTグループ環境コンサル会社にて討議
を行い今後の方針を策定

CN化計画策定 実行 効果測定検討・準備期間

検討・準備期間

現状把握と
体制構築

CN化計画策定

2022 2023 2030～2021

現状把握と体制構築

← 約7年間 →← 約1年間 → 2050

NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先： 配布者 に限る】

■ 2022年4月～
富良野市様にグリーン専門人材を派遣。様々な課題に対して市の職員として検討及び各施策の推進を実施

皆様の課題や脱炭素に向けた方向性を共に検討し、解決策を検討するパートナーとなれるよう
尽力致します

K22-02703【2210-2310】


